
福岡空港民営化とコンセッション 
１、福岡空港の平行誘導路の二重化と滑走路増設の現状 

１）平行誘導路の二重化 

 平成２４年から着手。駐機場整備およびターミナルビル前道路の整備は国、地下鉄入り口の移設は福

岡市交通局、ターミナルビルの改築は福岡空港ビルディング（（株））が事業を行う。平成３１年３月末

竣工予定。 

 

２）滑走路増設の現状 

 平成３７年３月末供用開始予定。財源は民営化による収入としているが、民営化を含め具体的な枠組

みは決まっていない。民営化の大きな課題は、①借地料（年間８０億円）は国が負担すること、②国と

民間事業者のリスク分担などが課題となってきた。。 

 

２、福岡空港の民営化 

 今年７月１日に日本で初めて東京急行電鉄や前田建設工業、豊田通商などが出資する仙台国際空港株

式会社（宮城県名取市）が１日から運営主体となって仙台空港が民営化された。30 年の委託契約で最大

60 年とされている。その他、高松空港、伊丹・関西空港の民営化が進められている。福岡空港では２０

１３年７月に国土交通大臣の民間委託についての検討要請が行われ、現在国土交通省で｢基本スキーム

案｣策定の検討が行われてきた。２０１３年１０月に福岡県・福岡市での検討が始まり、２０１４年１

１月に国土交通省に｢知事・市長の意見書｣が提出されている。２０１９年に民間委託開始を目途として



いる。 

国は７月２２日に基本スキームを公表し、借地料８０億円を国が今後も負担する、空港対策について

も当面国が行うとし、来年５月までには民間からの提案募集を始めるとしている。運営権の譲渡は３０

年、最長３５年とし、自治体から１０％の収支を認めている。福岡市は出資はしないとしており、県の

出資となる見込み。今後実施方針、募集要項等策定、運営権者の選定となる。民営化の枠組みが決まら

なければ滑走路の増設も進まない。西鉄や九電では対策室を設置し、準備をしている。 

 

 

３、公共事業の民営化 ＰＦＩからコンセッションに 

 現在国は公共事業の民営化を指定管理者制度、ＰＦＩなどから、運営権の委譲（コンセッション）と

更に一歩進めている。これ間の民間委託は事業を委託するものであったが、コンセッションは事業その



ものを丸ごと譲り渡すものである。これまでの委託では料金を委託者が決めることは出来ず委託料が事

業収入となっていたが、コンセッションは料金を委託事業者が決定し徴収し利益を得る。これまでの民

間事業としてはふさわしくない事業でありかつ民間事業では収益が上がらなかった事業、上下水道事業

や空港、道路などが対象となっている。民間委託は下請けの多用などで人件費が削減され、低賃金構造

が広がる問題が本質的にあるが、コンセッションで最も問題となることは、民間事業者が利益を出すた

めに不採算部分は公共に負担させる、また税的な優遇策が採られるということである。具体的には福岡

空港では借地料が国の負担になるように求めていることなどである。施設の使用料を国・自治体に支払

うが、施設の維持管理等が国・自治体に負担が求められ、適正なリスク分担が出来るのか疑問が残る。

税負担の問題は公共事業であれば税負担は生じないが、民間事業でれば税負担が生じる。運営権料との

関係で適正な税負担になるのか疑問がある。使用料は自由に上げられ、負担が重くなる可能性もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■仙台空港民営化、６月末にも運営企業募集へ(日経)    2014/6/4 6:00 

 国土交通省と宮城県は、仙台空港の民営化を巡り、６月末にも空港の運営を担う企業の募集を始める。

月内に国交省が選定基準などをまとめ、７月下旬まで企業の参加表明を受け付ける方針だ。国と県は

2016 年３月から民営化空港として始動させたい考え。国管理空港の中で全国第１号となる民営化へ本

格的な選定作業がスタートする。 

 県は３日、空港民営化を官民で話し合う「仙台空港 600 万人・５万トン実現サポーター会議」を開き、

国と民営化の手順を説明した。国交省の久保田雅晴・航空ネットワーク企画課長は「参入のハードルは

低く、民間が提案しやすい環境を整えた。意欲を持って提案してほしい」と話した。国と県によると、

今月下旬に募集要項や選定基準をまとめ、企業の質問を受け付ける。その後、企業には７月下旬までに

参加表明書を提出してもらう。県で参加資格に問題がないか検討したうえで、年末には国が審査に入る

段取りだ。企業は空港関連の第三セクターの株式を 56 億 8750 万円で取得する必要がある。民間の競争

を保つため、民営化には３者以上の応募が必要。村井嘉浩知事は３日の会合後、記者団に「３者以上は

手を挙げるのではないか」との認識を示した。３日の会合では、村井知事が５月に視察したオーストラ

リアの民営化空港の実情を報告。格安航空会社の誘致に積極的なゴールドコースト空港のケースが仙台

空港の参考になると指摘。物販・飲食の売り上げ増や周辺開発を巡る経営努力を紹介した。 

 

■関空は運営権を売っても負債は完済できない 

 新関西国際空港会社が検討している、運営権の売却の概要が明らかになった。国内外の民間企業や投

資ファンドを対象に年内に募集を始め、年明けに 1 次入札を実施する。資金の調達額は 6000～8000 億

円程度になる。主要空港の運営権の売却では、関空がその先駆けとなる。新関空会社は関西国際空港と

大阪国際空港を運営する権利を売却して 1 兆 2000 億円の負債の返済に充てるが、これだけでは足りな

い。運営期間を 40～45 年に設定するので、今回、権利を売却する運営期間がすぎたら、もう一度、運

営権を売却する“二重売り”を考えているようだ。役人は二段構えと言うが、どう見ても“二重売り”

だ。一度の権利の売却で借金を返せないのなら、あえて民間に権利を譲渡する必要があるのだろうか。

新関空会社は政令により 2060 年までに全ての負債を返済しなければならない。だから焦り始めたのだ

ろうが、今回の運営権の売却だけでは負債の完済はできない。どこか変だ。負債を完済できるような方

法を考えるべきなのではないのか。 

  入札には、空港分野の投資実績が多い、海外の年金基金や空港運営会社が参加。国内の金融機関や

事業会社も外資と企業連合を組んで参加する。運営権を獲得した企業連合が特別目的会社（SPC）を設

立して事業の譲渡を受ける。政府は 2015 年春の業務引き渡しを目指している。新関西会社は企業価値

を高めるために大阪国際空港のターミナルビルを運営する会社の買収や LCC 専用のターミナルの整備

を急ぐ。コンセッションは民間マネーを活用し大型インフラ施設の経営を効率化して、維持・更新の財

源を捻出するわけで、関空がその試金石となる。 

※PFI プライベート・ファイナンス・イニシアチブの頭文字をとって PFI。民間資金を活用した社会

資本の整備。道路や空港、橋、自治体の庁舎などインフラの設計・建築・運営を、民間の資金やノウハ

ウを使って整備する仕組み。一定期間の運営権を民間企業に売却する方式をコンセッションと呼ぶ。民

間企業の参入後に格安航空会社（LCC）の誘致などで利用者の数が 3 倍になった英ブリストル空港が成

功例といわれている。しかし、米シカゴの高速道路では企業が運営権を取得後、数回、値上げを実施し、

利用者は不満をあらわにした。欧米では、参入した民間企業の儲けすぎとの批判が根強い。日本でも、

この点が懸念される。 



 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■民営化実施方針を公表 国交省  

毎日新聞 2016 年 7 月 10 日 地方版 

 国土交通省は８日、高松空港を２０１８年４月ごろに民営化するための実施方針を公表した。地元自

治体が、空港運営を担う新会社に最大１０％の出資と非常勤取締役１人を派遣することを認め、空港経

営に関与できる仕組みとした。香川県の要望を受けた。  

 国交省は今年９月から、参加を希望する企業を公募し、１７年１０月ごろに委託先を決める予定だ。

当初の運営期間は１５年間とし、その後は最長で５５年間まで延長できるように設定した。  

 国が管理する空港の民営化は、今月１日にスタートした仙台空港に続き２例目となる。国が施設を保

有したまま、空港の運営権を民間企業に譲渡し、ターミナルビルと一体運営させる。民間の知恵を生か

した経営により、新規路線の拡大につながると期待されている。  

 高松空港は１５年の旅客数が約１８１万人。比較的規模が小さい空港で、民営化がどのような効果を

上げるか注目される。  

 

 


